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◆募集時等に明示すべき労働条件が追加されます 

令和６年４月より、労働契約の締結時や有期労働契約

の更新時に明示すべき労働条件として、「就業場所」「業務

の変更の範囲」が追加される等の改正が施行されます。既

に、この改正に対応した労働条件通知書等のフォーマット

が厚生労働省ホームページで示されています。 

 この明示すべき労働条件の追加は、求人の申込みの際

に明示しなければならない労働条件としても追加されます

ので、注意が必要です。 

 

◆追加される明示事項は？ 

  具体的には「就業場所」として、「雇入れ直後」のものと

「変更の範囲」を求人広告等に記載することとなります。「業

務の変更の範囲」についても同様です。 

 さらに、有期労働契約を締結する場合には「有期労働契

約を更新する場合の基準に関する事項」（通算契約期間ま

たは更新回数の上限を含む）も明示しなければなりません。 

 

◆「変更の範囲」はどこまで想定して書けばよい？  

 特に正社員の場合、契約期間が長くなるため、営業所や

部署が新設される可能性などを考慮するときりがありません

が、厚生労働省のＱ＆Ａでは「募集等の時点で具体的に

想定されていないものを含める必要はありません」とされて

います。 

 

◆スペースに書ききれない場合はどうする？  

  求人広告などの限られたスペース内に書き入れない場

合は、「詳細は面談時にお伝えします」などとしておき、一

部を別途のタイミングで明示することも可能です。この場合、

原則、面接などで求職者と最初に接触する時点までに、

すべての労働条件を明示する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【厚生労働省「令和６年４月より、募集時等に明示すべき事

項が追加されます」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou

/koyou/haken-shoukai/r0604anteisokukaisei1.html 

 

 

 

◆物流の2024年問題 

消費者庁が通販事業者に「送料無料」表示の見直

しを呼びかけています。背景には、「物流の2024年

問題」があります。トラックドライバーの働き方改革

を進める中で、2024年４月から自動車運転業務の時

間外労働の上限規制が適用されること等により、輸送

力が不足し、物流が停滞しかねなくなるという問題で

す。 

 

◆消費者庁の呼びかけ 

トラック事業者を中心に各業界で対策がなされる中で、

消費者庁は、消費者にも意識や行動を変えてもらうことが

必要だとしています。そのための取組みの一つが、「送料

無料」表示の見直しです。というのも、「送料無料」表示は、

消費者の「再配達をしてもらっても、『送料無料』だからそこ

まで気にしない」、「安価な商品であってもまとめ買いするこ

となく単品で購入し、何回配達してもらっても気にならない」

といった意識につながり得るものだからです。当然、送料は

本当に無料であるわけではなく、誰かが負担しているもの

です。それを明示することで、消費者の意識・行動を変える

ことをねらいとしています。 

消費者庁は、「送料として商品価格以外の追加負担を

求めない」旨を表示する場合には、その表示者は表示に

ついての説明責任があるとの考えを示しつつ、事業者の

自主的な取組状況を注視するとしています。また、送料負

担の仕組みを表示する例として、「送料当社負担」や、価

格に「○○円（送料込み）」という表記をすることを挙げてい

ます。 

 

改正施行目前！ 

４月以降の労働者募集に関する注意点 

〒487-0006 春日井市石尾台4-1-1   TEL：0568-95-0041   FAX：0568-95-0044    

 

企業のみなさまと 

 

社会保険労務士／国家資格2級キャリア・コンサルタント技能士／育休後アドバイザー： 松下 真希 

特定社会保険労務士／キャリア・コンサルタント／年金アドバイザー／相続診断士： 伊藤 妙子 

「共に成長し、共に発展する」喜びを見つけ、信頼関係を大切にしています。 

 

消費者庁が「送料無料」表示見直しを呼びかけ 
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物流の仕組みなくして、現代の経済活動は成り立ちませ

ん。物流業者の負担軽減のためにできることを、社会全体

で考えたいですね。 

 

【消費者庁「物流の「2024年問題」と「送料無料」表示に

ついて」】 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/other/

free_shipping 

 

 

 

 

 厚生労働大臣は昨年12月22日に、労働政策審議会に

対して「労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規

則の一部を改正する省令案要綱」について諮問を行いま

した。事業主が支払う労災保険料算出に用いる労災保険

率の改定などを主な内容とするものです。12 月 26 日、同

審議会からいずれも妥当であるとの答申があったことから、

同省は令和６年４月１日の施行に向け、速やかに省令の改

正作業を進めるとしています。 

 

◆労災保険率とは？ 

労災保険率とは、労災保険料の計算に用いられる料率

のことです。労災保険率は業種によって異なり（全部で 54

の事業）、それぞれの業種の過去３年間の災害発生状況

などを考慮し、原則３年ごとに改定されています。建設事

業などの危険な業種ほど高く、労災事故が起こりにくい業

種ほど低く設定されています。 

 

◆労災保険率を業種平均で0.1/1000引下げへ 

労災保険率の業種平均は現在 4.5/1000 ですが、業種

平均で0.1/1000引き下げられる予定です（4.4/1000へ）。 

・引下げ→「林業、定置網漁業又は海面魚類養殖業」

「採石業」「めつき業」「金属材料品製造業」などの17業種 

・引上げ→「パルプ又は紙製造業」「電気機械器具製造

業」「ビルメンテナンス業」の３業種 

・変化なし→34業種 

 

◆一人親方などの特別加入に係る第２種特別加入保

険料率を改定へ 

全25区分中、５区分で引下げとなる予定です。 

・引下げ→「個人タクシー、個人貨物運送業者、原動機

付自転車又は自転車を使用して行う貨物の運送の事業」

「建設業の一人親方」「医薬品の配置販売業者」「金属等

の加工、洋食器加工作業」「履物等の加工の作業」の５区

分 

  ・引上げ→なし 

  

 

 

◆請負による建設の事業に係る労務費率（請負金額

に対する賃金総額の割合）を改定へ 

「鉄道又は軌道新設事業」「その他の建設事業」の労務

費率を引き下げる予定です。 

 

 

 

◆雇用障害者数、実雇用率ともに過去最高を更新 

12 月 22 日、厚生労働省は令和５年の「障害者雇用状

況」集計結果を公表しました。障害者雇用促進法では、常

時雇用する従業員の一定割合（法定雇用率）以上の障害

者を雇うことが義務付けられています。現在の法定雇用率

は民間企業においては2.3％です（令和６年１月時点）。 

同調査によれば、雇用障害者数は 64 万 2,178.0 人（対

前年差２万 8,220.0 人増、対前年比 4.6％増）、実雇用率

2.33％（対前年比 0.08ポイント上昇）で、雇用障害者数、実

雇用率いずれも過去最高を更新しています。また、法定雇

用率達成企業の割合は 50.1％（対前年比 1.8 ポイント上

昇）となっています。 

 

◆法定雇用率の引上げ 

今後、法定雇用率は、令和６年度からは 2.5％、令和８

年度からは2.7％となり、段階的に引き上げられます。 

同調査によれば、障害者を１人も雇用していない企業（０

人雇用企業）は 31,643 社で、未達成企業に占める割合は

58.6％となっているそうです。障害者雇用は未知の取組み

であるという企業はまだ少なくありません。多くの企業で雇

用が義務付けられるようになる中、企業としても、障害者雇

用に関する各種相談・支援機関の利用や障害者雇用に

関する助成金等の活用なども検討しながら、障害者雇用

への取組みを進めていきたいところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黒柴 夢ちゃんから一言 

４月より労災保険率の改定が予定されています！ 

 

みなさん こんにちは。 

もうすぐ節分ですね。2024年の恵方は 

【東北東】です。恵方を向いて、福を巻き込ん

だ太巻きを無言で一気に食べる風習もすっかり 

定着してきました。 

七福神にちなんで７種類の具材を太巻きに 

入れると良いそうです。 

 

ゆめちゃんは 

事務所前でみなさまを 

お待ちしています。 

お近くにお越しの際は 

お気軽にお立ち寄りく 

ださい。 

 

障害者雇用状況と法定雇用率の引上げ 


